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１．平成 18年度改正以前まで  
 昭和 34 年度改正が行われるまでの役員報酬については、法人税法上、特に規定さ
れておらず8、支給をされた役員に所得税を課しているだけであった。昭和 34年度改
正により、新設された役員報酬については、損金不算入となる法人税法施行規則第 10














で定めていない場合には、法人税法施行規則第 10 条の 3 の第 1 項に定められている
基準で判断し、不相当に高額となる時には、その超える部分の金額は損金不算入とな
るのである。 
 その後、昭和 40年度に法人税法の全文改正が行われ、昭和 34年度に政令として定
められていた規定12が法律に格上げされた13。 

























































（１）定期同額給与（法 34①一、令 69①） 



























































の性質が会社法 361 条 1 項にいう、「報酬」に該当するのか否か、解釈が分かれてい
る。過去の判例30や通説では、役員退職給与は、役員の在職中の職務執行の対価であ
ると考え、会社法 361条 1項の「報酬」にあたるとしている。 































































































































 この法人税法基本通達 9-2-27の 2は、業績連動退職給与に該当しないものとして、
功績倍率法による役員退職給与の算定方法を明記している。つまり、功績倍率法によ

























































































 食料品製造業等を営む株式会社（以下「原告」という。）が平成 4年 4月 1日から










































 不動産業を営む法人（以下「原告」という。）が昭和 46年 11月 15日から昭和 47
年 9 月 30 日までの事業年度（以下「本件事業年度」）において、原告は、昭和 47












































































































 泡盛を製造する酒造会社（以下「原告」という。）が、平成 19 年 2 月期から平成
22 年 2 月期までの 4 年間で、役員 4 人に支給した役員給与や代表取締役であった X



































































































































































































































































































































                                                     
1 「利益連動給与」の指標が利益のみだったのに対し、平成 29年度税制改正により、株価
や売上等も加味されることとなったため「業績連動給与」に文言が変更された。 
2 例外として、法人税法 36条の過大な使用人給与の損金不算入や法人税法施行令 72の 3の
使用人賞与の損金算入時期などの規定が設けられている。 
3 民法 623条 
「雇用は、当事者の一方が相手方に対して労働に従事することを約し、相手方がこれに対
してその報酬を与えることを約することによって、その効力を生ずる。」 





6 法人税法施行令 7条 1号 
「法人の使用人（職制上使用人としての地位のみを有する者に限る。次号において同じ。）
以外の者でその法人の経営に従事しているもの。」 























11 法人税取扱通達其 268 
「法人が定款又は株主総会の承認を受けた金額をこえて役員に報酬を支給した場合のその
こえる金額は、これを利益処分による賞与とする。」 
12 昭和 40年度改正前の法人税法施行令規則第 10条の３～第 10条の５。 
13 法人税法 22条 3項の別段の定めとして制定されている。 
14 旧法 34条 3項。 
15 平成 18年度改正前の法人税基本通達 9－2－14。 
34 
                                                                                                                                                           
16 旧法 35条 4項。 
17 所得税法 30条 1項では、「退職所得とは、退職手当、一時恩給その他の退職により一時
に受ける給与及びこれらの性質を有する給与（以下この条において「退職手当等」という。）
に係る所得をいう。」としている。 
18 旧商法 269条 
「取締役ガ受クベキ報酬ニ付テノ左ニ掲グル事項ハ定款ニ之ヲ定メザリシトキハ株主総会
ノ決議ヲ以テ之ヲ定ム 
 １ 報酬中額ガ確定シタルモノニ付テハ其ノ額 
 ２ 報酬中額ガ確定セザルモノニ付テハ其ノ具体的ナル算定ノ方法 
 ３ 報酬中金銭ニ非ザルモノニ付テハ其ノ具体的ナル内容 
２ 株主総会ニ前項第２号又ハ第３号ニ規定スル報酬ノ新設又ハ改定ニ関スル議案ヲ提出
シタル取締役ハ其ノ株主総会ニ於テ其ノ報酬ヲ相当トスル理由ヲ開示スルコトヲ要ス」 
19 法人税法 34条 1項、法人税法施行令 70条 




21 高岸直樹、石山卓磨 『役員報酬の法務・税務 会社法上の主要判例を徹底検討』105頁
（中央経済社、2015 年）。 
22 前掲注 21）122頁。 
23 有価証券報告書に記載されるものに限る。 
24 前掲注 21）134頁。 
25 自由民主党、公明党『平成 28年度税制改正大綱』74－75頁。 
26 自由民主党、公明党『平成 29年度税制改正大綱』68頁。 
27 一定の新株予約権による給与では、事前の届出は不要となっている。 
28 前掲注 25）67－68頁。 
29 前掲注 25）67頁。 
30 最判昭和 39年 12月 11日民集 18巻 10号 2143頁。 
31 役員退職慰労金の具体的な支給基準を規定する計算方法は、一様ではない。 




を認める。（昭 55年直法 2－8「三十二」、平 19 年課法 2－3「二十二」により改正）」 






34 伊藤公哉『アメリカ連邦税法 第 5版 所得概念から法人・パートナーシップ・信託ま
で』383頁（中央経済社、2013年）。 
35 内国歳入法 162(m)(1)、規則 1.162-27 
36 税理士法人トーマツ 『欧州主要国の税法《第 2版》』126頁（中央経済社、2011年）。 
37 山口孝浩 「役員賞与・役員報酬を巡る問題－改正商法等の取扱いを問題提起として－」
224頁（税務大学校論叢 48号）。 
38 前掲注 36）126頁。 
35 
                                                                                                                                                           
39 前掲注 37）224頁。 
40 前掲注 36）161頁。 
41 前掲注 36）164頁。 
42 前掲注 36）164頁。 
43 シンガポールの法人税については、所得税法に規定されている。 
44 税理士法人トーマツ『アジア諸国の税法 《第 7版》』554頁（中央経済社、2011年）。 
45 判タ 1046 号 112 頁。 
46 行集 32 巻 11 号 1998 頁。 
47 TAINS Z888-1993 
48 判定法人等の数値の 2分の 1以上、2倍以内の数値を基準とするものをいう。 
49 経常利益に役員給与を加算した額をいう。 
50 その後の控訴審においても、一審に続き、役員給与の支給額の一部が認められなかった
（東京高裁 平成 28 年 2月 23日判決）。 















53 東京高裁昭和 56年 11月 18日判決行集 32巻 11号 1998頁（第二章第一節１．参照。）。 
54 功績倍率が上記の基準より低い数値であっても、必ずしも損金算入となるわけではなく、
あくまでも参考値であるため、実態に即した合理的な判断が必要となる。 
55 山本守之 『役員給与税制の問題点 規定・判例・執行面からの検討』 74頁（中央経
済社、2015年）。平成 2年 12月 26日の岐阜地裁の判決では、「最終月額報酬は、特別な場
合を除いて、一般に役員在任中における最高水準を示すとともに、役員としての在職期間
中における法人に対する功績を最もよく反映するものであり、」としている。 
56 東京高裁昭和 56年 11月 18日判決（第二章第一節１．参照。）で役職毎に平均功績倍率
を明示しており、現在まで一定の参考値となっている。 
57 前掲注 55）74頁。 
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